
<別記 ６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
H23年度
事業費

H24年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

H13 H22 37.3

H13 H25 38.4

水産部

漁港漁場課

平成２３年８月作成平成２３年度 再評価対象事業一覧表

上段：当初 下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工 期 対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

上位計画への
位置づけ、関
連事業の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度

漁港
-6

地域自主戦略交付
金（地域水産物供給
基盤整備事業（一
般））

深江地区
(深江漁港)
(深江漁場)

市
南島原
市

＜深江漁港＞
護岸L=237ｍ
防波堤L=70ｍ
防波堤(改良)L=96ｍ
泊地A=8,000ｍ2
物揚場L=145ｍ
船揚場L=30ｍ
物揚場(改良)L=260ｍ
浮桟橋1基
道路(A)L=360mなど、道路L=660ｍ
用地A=6,000ｍ２
＜深江漁場＞：完了
養殖場A=3.05ｈａ

事業採択後
10年経過

32.5 84.6

漁船の安全な
停泊、係船を確
保するとともに
就労環境の改
善を図るため、
早期完成を要
望されている。

1.24 1.16- 1.0 4.9
南島原市総合
計画（H20～
H29）

・事業費の見直し
によるもの
・完成年度の遅延
によるもの
・漁船は減少傾向
にあるが、漁港利
用者は増加傾向
にある。

代替案の可能
性はない

Ｈ１７ 継続

近年の漁業環境の悪化
により水産資源は減少傾
向である。また漁業生産
の不振から漁業後継者の
減少及び漁業従事者の高
齢化も深刻な問題となっ
ている一方で、本事業に
より整備した漁場で海面
養殖が生産額において増
加傾向にある。

1/6



<別記 ６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
H23年度
事業費

H24年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成２３年８月作成平成２３年度 再評価対象事業一覧表

上段：当初 下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工 期 対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

上位計画への
位置づけ、関
連事業の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度

H9 H22 28.2

H9 H26 27.3

施行面積：58.8ha
建物移転：348戸
宅地面積：36.0ha
道路延長：18,390m

H12 Ｈ23 151.0

施行面積：30.0ha
建物移転：209戸
宅地面積：20.2ha
道路延長： 9,770m

H12 Ｈ28 105.0

土木部

都市計画課

・事業費の減
・原単位の変更

・可能な限りコ
スト縮減を図る
・代替案の可能
性はない

H１８ 継続

・社会情勢の大きな変化
はない。
・当路線の沿線地域の著
しい住宅化に伴い人口及
び交通量が増加してい
る。

・地元住民は早
期開通を望ん
でいる。

1.50 1.5099 2.2 11.8

・池田沖田線街路事
業(県事業：H20～
H29)
・大村市都市計画マ
スタープランに幹線
道路として位置付け
されている。

再評価後
5年経過

13.3 49大村市
延長 L=705m
幅員 W=16m

都計
－２

街路事業 富の原鬼橋線 市

都計追
－１

土地区画整理事業 東長崎平間・東地区 市 長崎市

社会情勢の変
化に伴う事業
見直しにより、
再評価するも
の

44.9 43 - 10.5 49.6

・長崎市第四次
総合計画
・都市計画マス
タープラン
・東長崎矢上地
区の事業完了
に伴う換地処分
(H20.2)

人口減少や土地価格の
下落等の宅地需要の低
下

事業区域を縮
小し、事業を早
期完成させるこ
とを強く望んで
いる。

5.10 2.47

・マニュアルの変
更
・交通量（道路交
通センサス値）の
変化

・工事発生土の
地区内流用、
宅地擁壁の2次
製品利用・代替
案無し

H21 見直し継続
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<別記 ６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
H23年度
事業費

H24年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成２３年８月作成平成２３年度 再評価対象事業一覧表

上段：当初 下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工 期 対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

上位計画への
位置づけ、関
連事業の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度

H13 H25 9.9

H13 H25 9.9

道路維持課

当初算出なし
代替案の可能
性はない

- 継続

平成17年、18年、22年に
市町合併(1市6町)が行わ
れ広域行政サービスへの
動きが見られる。

早期完成を望
まれている。

- 1.1998 1.2 3.4
烏帽子ｽﾎﾟｰﾂ
の里整備事業
(H21～H25)

事業採択後
10年経過

5.3 54佐世保市
延長 １．０７㎞
幅員 ６．０（１０．０）ｍ

道維
-2

道路改築事業
（社会資本整備総合
交付金事業）

新烏帽子岳線 佐世保市
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<別記 ６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
H23年度
事業費

H24年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成２３年８月作成平成２３年度 再評価対象事業一覧表

上段：当初 下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工 期 対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

上位計画への
位置づけ、関
連事業の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度

H19 H24 30.0

H19 H25 68.1

防波堤 30ｍ
道路（改良） 4×200ｍ
物揚場（-3ｍ）（突堤） 30ｍ

H13 H17 4.5

防波堤（東） 55ｍ
道路（改良） 4×240ｍ
物揚場（-3ｍ）（突堤） 30ｍ

H13 H25 14.7

港湾課

見直し
継続

1.13

法線見直しや整備
施設の変更による
事業費の増
フェリー利用者に
対する移動費用削
減便益を追加

可能な限りコス
ト縮減を図る。
代替案の可能
性はない。

－

平戸市総合計
画の「自然と共
生した安全で快
適な生活基盤
の確保」に位置
づけられてい
る。

当地区は、昔ながらの
街並みが残る地域である
ため、H19に「平戸市大島
村神浦伝統的建造物群
保存地区」、H20に「重要
伝統的建造物群保存地
区」（以下：伝建）に選定さ
れている。
本事業はこれらを踏ま

え、H17～H20まで地元と
景観的な調整及び検討を
行い、道路法線を見直し
工事を再開した。
その後、防波堤につい

ては、伝建審議会に諮り、
景観に配慮した構造とす
ることで承諾されH22完了
の予定だったが、H22．8
月に地元のNPO法人より
計画見直しの意見が出さ
れたため再度調整を行
い、防波堤を取止めて東
防波堤の延伸で合意し
た。なお、漁船の安全な
係留のために早期完成が
望まれている。

漁業関係者か
らは早期完成
の要望が強い
が、景観を重視
する関係者もい
る。

1.2476 - 0.0 3.6
港湾
－３

大島港改修事業
神ノ浦地区
小型船だまり整備

県 平戸市

社会情勢の変
化
（景観配慮に
伴う施設配置
の見直し）

11.1

継続

可能な限りコス
ト縮減を図る。
代替案の可能
性はない。

-8.5 16.6 1.30

地盤が想定より
も軟弱だったこと
による事業費の
増。

官民が一体と
なり組織化され
た「長崎港活性
化センター」に
より、輸出コン
テナ助成制度
等の事業が実
施されている。
直轄事業にて
隣接する-12ｍ
岸壁を整備中。

客船連続建造体制の確
立へ向けた官民の取り組
みが進められている。

早期完成が望
まれている。

2.6063 -長崎市

【補助事業】
岸壁(-10m)170m
岸壁(-7.5m)130m
道路600m

【起債事業】
ふ頭用地53,000㎡

事業採択後
5年経過

43.0
港湾
－１

長崎港改修事業
小ヶ倉柳地区
ターミナル再編事業

県
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<別記 ６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
H23年度
事業費

H24年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成２３年８月作成平成２３年度 再評価対象事業一覧表

上段：当初 下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工 期 対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

上位計画への
位置づけ、関
連事業の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度

H4 H23 10.9

H4 H28 10.9

河川課

継続1.96

・資産評価額の時
点修正
・過去の費用にも
割引率を適用
・完成年度の遅延

・可能な限りコ
スト縮減を図
る。
・代替案の可能
性はない。

6.5 H182.66島原市
改修延長 L=1,200m
河道拡幅、河床掘削、護岸
整備、橋梁架替、堰改築等

再評価後
５年経過

4.4 40.2 90.3 0.1
河川
－４

総合流域防災事業 湯江川 県
早期完成を要
望。

・島原市市勢振
興計画の中で、
｢防災対策等生
活環境の整備｣
に河川整備が
重点事業として
あげられてい
る。

・社会情勢に大きな変化
はない。
・特に開発計画もなく、人
口の変動も少ない
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<別記 ６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地

進捗率
H23年度
事業費

H24年度
以降事業

（億円） (%) (%) （億円） （億円） 当初 現行

平成２３年８月作成平成２３年度 再評価対象事業一覧表

上段：当初 下段：変更

コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

地元等
の意向

費用対効果分析事業進捗の状況及び見込み

Ｂ／Ｃ 分析基礎の
要因の変化

事業名

事業計画

施設名
事業
主体

事業箇所 事業概要

工 期 対応方針
（原案）

再評価の
理由

再評価の視点

上位計画への
位置づけ、関
連事業の状況

社会経済
情勢の変化

前回審議
年度

H14 H17 4.0

H14 H26 4.0

砂防課

代替案の可能
性はない

5.88 6.25 受益戸数の増加0.5 2.2

・長崎県総合計
画の中で、「安
全・安心で快適
な地域をつく
る」に関する政
策の中で土砂
災害防止施設
整備があげら
れている。

- 継続
早期完成が望
まれている。

・社会情勢に大きな変化
はない。
・住宅の新築により、人家
戸数がわずかに増えてい
る。

事業採択後
10年経過

1.3 33 100
砂防
-１

火山砂防事業 鳴見川（ニ） 県 長崎市
砂防堰堤 1基
取付護岸工 L=68.5ｍ
管理用道路L=187.5m
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